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第l はじめに

ーリスボン条約以前のEC/EUの統治構造とEU行政法一

筆者は、ささやかではあるがrEC/EU行政法」の形成問題を考察して

きたI。その概要を述べると、まず、第lに、 EC/EU行政法を論ずる前提と

しての問題意識は以下のとおりである。 EC/EUは、法体制が完備してい

る国家ではないところから、必然的にEU/EC法の体系化は未だ未成熟、

未分化を免れず、広ι管法j(; 1Jl設す-lJ ~é ;ð却装4士いと J ろがゐ G. EU 

行政法概念の未成熟も当然の前提となる。しかも、一般に憲法は、外国の

憲法や歴史的な経験に常に影響されてきたが、行政法は各国によって著し

く異なり、その上その国の伝統的な態様や要素が抜き難く内在するところ

から、ヨーロッパ・レヴェルに共通するという意味での行政法を形成す

I 拙稿fEC!EU行政法の形成と課題」山口経済学雑誌第49巻5号 (2001年9月)、
149-174頁。なお、表記上の使宜を考えて、 iEC/EUJと表記する。 EU行政法の
先駆的業績としては、田村悦ーrEC行政法の展開.1(有斐閣、 1987年)、同『国
際社会と公法の統合 EU公法原理の生成と展開.1(有斐閥、 2006年)がある。
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ることは、容易なことではない20 しかし、 EC/EUが、連邦国家でも、諸

国家からなる国際組織でもない、所調第3の統治形態であるとしても、と

もかくも一定の統治体として存在し現実に機能しており、その根本秩序

が「法による統合jであり、その機軸をなし、かっ「直接効果」と「優位

性」を持って加盟国およびその国民を規律するEC/EU法は、体系性はと

もかくとして、その大半が、加盟国の囲内法的分類に従えば、行政法規と

して制定され、適用されていること3、欧州司法裁判所が、相当数の判例に

2 J. Schwarze， 'Tendencies towards a Common Adminis仕ativelaw in Europe'， 

(1991) European Law Review ， p.8. 例えば、通常、最も古くからヨーロッパ行政

法に影響を与えたフランス行政法は、行政の有効性化ffectiveness)に重点を措

き、それ故行政の特権を重視したが、その影響を受けたドイツ行政法は、むしろ

行政に対する個人および個人の権利の保護に重点を措いた。両概念ともに、制

定法と判例法によって発展したのに対して、アングロサクソンのイギリスでは、

AV.Diceyの影響を受け、長い問、執行権力に対する特別法の存在さえ否定され

た。J.Schwarze， 'The Convergence of出eAdministrative laws of the EU Member 

States'，加ESnyder (edふTheEuropeanisation 01 Law: The Legal E.酔cおolEuropean
Integration (Oxford: Hart， 20∞1)， p.l64.尚、 seeM. 1ρughlin，切hythe History of 
English Adminis仕組velaw is not Written' in D. Dyzenhous et al. (edsふASimPle 

Common Lawyer: Essays in honour 01 MicJzael Taggart (Oxford: Hart， 2009)， pp.l51-
177. 
3 シュヴアルツェは、 rEC法はそれ自身、本来的には、特に経済のマネジメン

トを規律する法領域 (thearea of !aw governing the management of the economy) 

から抽出される行政法ルール群 (ru!esof the administrative !aw)によって形成さ

れたものだ。その限りで、 ECは、既に欧州司法裁判所が法に基づく共同体と述

べているが、より正確には、行政法に基づく共同体と呼ぶことができるだろう。」

と述べる。].Schwarze， European Administrative Law (Sweet and MaxwelI，1992)， 

p.4.なお、シュヴァルツェがここで引用する判例は、 1986年の著名な LesVerお事

件であるから、より正確には、 i(行政)法の支配に基づく共同体J(a community 
based on the ru!e ofIaw)というべきだろう。したがって、 EC/EU行政法の未成

熟性という問題は、実際にはEC/EU法自体の未成熟性の問題でもあることにな

ろう。因みに、日本でも、成田頼明他『現代行政法〔第5版H有斐閣双書 (2002
年)、 30頁(成田頼明執筆)も、 EC'EUの発展に伴って、いまやEU行政法とい

う分野が生成し、構成因の国内行政法もこれを度外視しては成立しえない事態

となっている、とする。ただし、 C.ハーローは、シュヴァルツェの業績は、判例

法の原則に焦点を当てているが、 ドイツ基本法のプロトタイプな憲法観を反映
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よってそうしたEU行政法を基礎付け、方向付ける基本的な諸原理・諸原

則を提供していること、それを受けて、欧州委員会等のEU諸機関による

行政実行 CadniUustrativepractice)が積み重ねられてきており、その中で

重要な幾つかの法原理はEC/EU条約の中に明文化されるに至っているこ

と、さらに、].シュヴアルツェの膨大な業績をはじめとして、諸研究者に

より、 EU行政法の観念は着実に形成されつつあること4、等の現実がある

からである。しかし、第2に、 EC/EU行政法を実際に分析・検討してみ

ると、まずEC/EUの「実質的意義 Cmaterialsense)の行政」概念は相当

に複雑であり、また「組織的意義 Corganizationalsense)の行政」概念に

ついても、共同体レベルの行政担当機関は欧州委員会の他にも閣僚理事会

をはじめとして複数存在するところから、その複雑性が指摘され、加え

てEC/EU行政法の執行(実施)過程は、共同体レベルで行われる「直接

執行JCdirect implementation)が僅少で、加盟国内における「間接執行」

Cindirect implementation)が大半を占め、しかもEC/EU行政法の多くは、実

施の手段や方法が各国に委ねられている「指令Jに基づくという事情が重

なり、不整合な二元的執行体制となっている。したがってEC/EU行政法

を論じる場合には、こうした複雑・不整合故の未成熟を指摘せざるを得な

いが、そうした中において欧州司法裁判所は、前述のように、 EC/EU行

政法を基礎付け、方向付ける相当数の行政法原理・原則を提示し5、他方で、

して、憲法と行政法の差異を描ききっていない、という。 C.Harlow，‘Europe副
Adminis仕組veLaw and the Globa1 Cha1lenge'， in P. Craig and G. de Burca (edsふ
The E1Jolution ofEu Law (Oxford University Press， 1999)， pp.268-269. 
4 前稿以降のEU行政法に関する大きな業績としては、P.Craig， EU Administrati1Je 

Law (Oxford University Press， 2006).ただし、リスボン条約への言及はない。

5 そこでは、フランス民法典 (CodeCiviJ) 4条の「法律の沈黙、不明確、不

十分を口実として、裁判を拒否する裁判官は、裁判拒否 (denide justice)の

罪で、処罰される」に依拠したAlgera事件(JoinedCases 7/56 & 3-7/57 Algera 

1J. Common Assembly [19571 ECR 39)において、欧州司法裁判所が、「裁判所が

裁判拒容をしてはならないのであれば、裁判所は、加盟国の立法や研究書や判

例法でよく知られているルールを参照して問題を解決するよう義務付けられ

(健法 '10)42幽 4.102 (1587) 
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その影響をも吸収する形で数次にわたる条約改正が行われ、成文法として

のEU行政法の形成をも観念することができるようになりつつあるι一一。

ているJ(この事件では、仏、独、伊等の行政法原則を参照して、 ECSCの総
会職員の等級付けに液庇があっても任用自体を一方的に撤回するのは違法と

した)と判決して以来、次々に生み出されることとなった、と指摘されてい

る。 J.Schwarze， supra note 3， at 5.判例法が形成した「行政法の一般原則jによ
るEU行政法としては、実体的原則として、「法を通した行政の一般原則J(出e
general principle of adminis岡山nthrough law)、「不差別の原則J(白.eprinciple 
of non-disc巾叫nation)、「比例性の原則J(出eprinciple of proportionality)、「法
的安定性の原則J(白eprinciple of legal certainty)、「正当な期待の保護の原
則J(the principle of legitimate expectation)等があり、また手続的原則とし
て、「公権力による不利な決定が行われる前の聴聞の権利J(the rightωhearing 
before an adverse decision is taken bγa public authority)等がある。以上、 s町J.

Schwar民 ibid.，at5-6.尚、手続的原則として、「情報利用権J(the right of access 
ωI凶brmation)、「聴問権J(出erightωbe heard)、「相当な注意義務の原則J(出e
principle of care)等を挙げる者もいる。 H.P. Nehl， p，切ciples01 Administrative 
Procedure in EC Law (Oxford: Hart， 1999) ，pp.27-37.以上、拙稿・前註I、171・172

頁。

6 成文規定によるEU行政法原則としては、例えば、 EU一次法の中の実体的原

則として、「あらゆる差別の禁止J(EC条約13条)、「国籍に基づく差別の禁止」
(12条)、「男女同一労働同一賃金の原則J(141条)等があり、またフランス行政
法の強い影響の下にある実体的原則として、「行政裁判準則J(行政行為の無効事
由としての、無権限、重要な手続違反、 EC条約またはその適用法規違反、権限

濫用。 230条l項、 2項)、条約の範閤内の権限行使原則 (5条1項。所謂「与えられ

た権限の原則J(competence d'a位 ibutionprinciple)に由来する)等がある。また
司法審査の根拠となる手続的原則としては、「あらゆる差別の禁止J(13条)の他、
「すべての法規則に対する理由添付原則J(253条)、「共同体官報への公表原則J
(254条)等がある。マーストリヒト条約 (EU条約)によって創設された「連合

市民権」を構成する諸権利のうち、「欧州議会請願権J(EC条約21条1項、 194条)、
「オンブズマン請願権J(21条2項、 195条)も、実体的原則の中に入れることがで
きょう。さらに、 1997年のアムステルダム条約は、「全機関に対する返答書簡請

求権J(EC条約21条3項)、「欧州議会・閣僚理事会・欧州委員会に対する記録文
書関覧権」を連合市民権に新たに導入した。なお、 EU行政法の成文化傾向の中

には、欧州委員会の「欧州統治白書J(25.7. 2001.COM (2001) 428.)、2000年12
月の欧州議会・閣僚理事会・欧州委員会による fEU基本権憲章J(官leCharter 
of the Fundamenta1 Rights of the European Union)の合意 (18.12.2000.0.1.C364/1.
その第41条には、「すべての人々J(EU市民ではなく)に「良い行政に対する権
利J(出eright旬 gooda出ninis回出n)が規定されている。「良い行政Jの概念に

(能法 '10)42 -4. 103 (1588) 
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上述のとおり、前稿の時点では IEU憲法Jの観念が希薄であり未成熟

であったのであり、それ故現実のEUの統治体制を法的に支える法規範は

必然的に IEU行政法」でなければならなかったのであるが、 EU行政法も

また成熟したものとはいえなかった訳である。ところが、その後のEUの

展開は目を見張るものがあった。それは、 2001年のラーケン首脳会議が招

集を決定した「諮問会議」が2003年7月採択した IEU憲法条約草案Jに始

まる一連のEU憲法をめぐる展開であった。以後、同条約の制定、その発

効の頓挫、再交渉の後の IEU改革条約=リスボン条約」の制定、小国ア

イルランドの国民投票による再度の頓挫の後、その修復のための加盟国間

交渉が行われ、再度の国民投票による承認を経て、 2009年12月1日、漸く

EU憲法条約に代わるものとしての「リスボン条約Jが発効したのであっ

た。勿論、この間にも欧州司法裁判所の行政法関連判例も大きく発展して

いるが、その問題については別稿に譲ることとして7、前稿執筆時点と決定

的に異なると思われるのが、 IEU憲法」観念の不存在を一定程度払拭した

かに見えるリスボン条約の導入である。リスボン条約の性質、とりわけそ

ついては、 H.P. Nehl， ibid.， at 15-37. ;小舟賢「欧州における『よき行政の原理』
概念の展開(ー~三・完)一『よき行政活動に関する規範』と『よき行政を求め

る権利』の検討を中心にJr地方自治研究.181巻3号、 110-129頁、同7号、 130
140頁、同11号、 117-139頁)等を含めることも出来ょう。拙稿・同上、 169-171
頁。

7 尚、前稿で紹介した].Schwarze， European Administrative Law， supra note 3. 
は2006年に改定版が出され、そこでは初版以来の展開として、以下の事項につい
て記述が増補されている。

1.欧州行政法の中核となる行政法の一般原則の発展

2.不文法と成文法における欧州行政法

3. EUの行政システムにおける構造的変化(今日でも二元的執行体制論が妥当す
るが、新しい協力体制論 (core-and-layermodel / Kern-Schalen-ModeJ)等も登場

しているとする。)

4. 囲内行政法と欧州行政法の相互作用(初版本が依拠したヨーロッパおよび各

国行政法の相互作用論は、今日では疑問の余地がないとする。)

5. EUの拡大と欧州憲法条約の採択による欧州行政法の要素における変化

(龍法 '10)42 -4. 104 (589) 
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の「憲法」的性質を廻っては、 iEU憲法」との連続性が鍵を握っていると

思われるが、少なくともEUは、従来の i3本柱構造」を解消して、統一的

な法人格を有する統治体となったという点、イギリスおよびポーランドの

opt-outはあるもの8の、iEU基本権憲章」が新EU条約およびEU機能条約と

同等の価値を有するとされた点等、 (i憲法」体制が整ったかについては依

然として留保が必要だろうが)EU全体の統治体制が一つの統治体 (polity)

としての実質をより前進させたことは確かなことだろう 90

そうだとすると、現時点でEU行政法を語る制度的基盤はさらに固まっ

たようにも見える。もとより、先に瞥見したように、ヨーロッパ・レヴェ

ルに共通の行政法を語ることは容易ではない。が、従来の共同体法の発展

は、加盟国の圏内法体系ととりわけ欧州司法裁判所の判例によって決定さ

れてきたのに対して、現在では逆に共同体法が加盟国の行政法に影響を与

え、さらにはその発展にプレッシャーを与えでさえいる、と言われる100

8 ただし、イギリスとポーランドのopt剛outについては重要な異議が出されている。

See C. Barnard， 'The“Opt-Out" for the UK and P冶landfrom the Charter of 
Fundamental Rights : Triumph of Retoric over Reality ?'， in Griller and Zi11er 

(edsふTheLi訪問 η四砂':EU Constitutionalism without a Constitutional η'eaty 

(Springer司NienNewYork，2008)， pp.257-283. 

9 EU憲法については、差し当たり、 seeJean-Claude Piris， The Constitution /or 

励ropeA μ~alAnalysis (Cambridge Uni町内ityPress， 2006) ;庄司克宏 f2004年

欧州憲法条約の概要と評価Jr慶感法学J1号、 1-61頁;衆議院憲法調査会事務
局『欧州憲法条約ー解説及び翻訳一.1(中村民雄執筆)。

10 J. Schwarz，泡， 'The Conve昭enceof出eAdministrative Laws of the EU Member 

States' ， supra note 2， at 165.尚、 see}ιH.Ladeur (edふTheEuro仰'anisatio揖 of
Adminis加 tiveLaw Tranゆrmi昭 nationaldecision明 akingprocedures (Ashgate/ 
Dar旬lOUth，2002).リスボン条約については、差し当たり、 seeC. Reh， 'The 

I1sbon Treaty : D争Constitutionalizingthe European Union?'， JOU1初alofCommon

Market Studiぬ2009Vo147. No 3， pp.625回，650; M. Dougan，τne Treaty of I1sbon 
2007 : Winning Minds， Not Hearts'，Comm仰 MarketLaw Review 45 : 617.・703，2008.

; p. CI百ig，'The 古田tyof I1sbon : Process， architecture阻 dsubs回開(2<仰'8)33 
European Law Revi脚"pp.l37・166;鷲江義勝編著『リスポン条約による欧州統合

の新展開 EU新基本条約.1(ミネルヴァ書房、 2009年);小林勝訳『リスポン条

約j(御茶の水書房、 2009年);福田耕治編著rEu・欧州統合研究 リスポン条

(飽法 '10)42 -4. 105 (1590) 
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こうして今日各国行政法の収数化傾向 (convergence)ないしはそのヨー

ロッパ化傾向 (Europeanisation)を指摘できょう。こうした傾向は、今回

のリスボン条約によってさらに拍車がかかるものと考えられる。

本稿では、主として、成文法源としてのリスボン条約の導入がEU行政

法の制度的基盤の進展に対して、如何なる影響を及ほし得るかについて、

論ずることとしたい。それは、こうした検討が、今後のEU行政法の内容

的発展を考える際の基礎作業となるからである。

第2 リスボン条約の発効とEU行政法

EU行政法を検討する手法としては、上記に瞥見しておいたが、そのた

めには、まず、理解の前提となる「行政J概念および「行政法」概念に言

及しておく必要がある。先の拙稿でも参照したJ.シュヴアルツェの整理

に準拠すると、近代以降の加盟国に共通の「行政J概念は、「実質的意義

の行政JI組織的意義の行政」そして「形式的意義 (formalsense)の行

政」概念に分かれることになる。しかし、このうち、 EUにおける実質的

行政の問題は、結局、 EUと加盟国間の特定領域における政策決定・執行

管轄権の配分およびそれに伴う両者聞の権限委譲問題と表裏の関係にあ

るものと言える。したがって、それ自身EU統治構造論の核心問題ではあ

るが、本稿では、 EU行政法の形成問題という次元での考察に限定するこ

約以後の欧州ガパナンス.1(成文堂、 2009年);中西優美子「リスボン条約Jr海
外事情.156巻4号 (2008年)、 21-36頁;田中俊郎「ローマ条約からリスボン条

約までー『拡大Jと『深化』で見る五O年の欧州統合」向上、 2-20頁;庄司克宏
「リスボン条約 (EU)の概略と評価一『一層緊密化する連合』への回帰と課題」

『慶感法学.110号 (2008年)、 195-272頁(この論文ではリスボン条約の制度的分

析が詳細に行われているが、本稿はrEU行政法Jの観点から分析するものであ
る);小林勝「欧州『リスボン条約』に至る経緯と内容Jr科学的社会主義.1117 
号 (2008年)、 30-37頁。以下の条文の訳出に当たっては、以上の文献を適宜参照

させていただいた。

(龍法 '10)42 -4. 106 (591) 
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ととして、 EUの組織的行政概念および形式的行政概念を中心に論じるこ

ととする。ただし、先の拙稿でも指摘したように、 EUレベルの「行政府」

概念は関係機関が多様にして複雑である。検討の便宜を考えれば、「欧州

理事会」を頂点、として、その下に「閣僚理事会」があり、それと「欧州議

会」の関与を受けた後、欧州理事会によって「欧州委員会Jが任命される

が、欧州委員会の行政府的性質は不十分であり、他方、行政執行上の裁判

的救済は閣僚理事会、欧州委員会および欧州議会、また加盟国、あるいは

自然人または法人からの提訴を受けて欧州司法裁判所が裁断する、という

構造認識が妥当だろう。なお、前稿でも指摘しておいたが、「執行権J(出e

executive power)概念の多義性は、本稿の基盤をなす意味において有効

な視点である。 EUについて、この点を敷街すれば、執行権を、「政治的側

面J(political)および「行政的側面J(administrative)に分類する視点が、

その理解をより容易ならしめるものといえる日。すなわち、前者は、政策

の提案および立法を通した杜会の統率 (theleadership of society.)であり、

これには、政策命題の設定およびその具体的措置の発議権とその決定・採

択、対外的代表等があるとされ、後者は、法律の適用(政策の実施・適

用)、公共財・収入の配分、第二次的・第三次的ルールの制定、政策実施

の監督等である。

EUの統治構造における行政概念を組織的意味および形式的意味の両面

からとらえるにあたり、この両者の概念を今一度簡潔に定義しておくと、

J.シュヴアルツェによれば、組織的意味の行政概念とは、行政組織の全体

性 (to凶 ity)ないしはその在り方に焦点を措く行政概念であり、形式的意

味の行政とは、組織的意味の行政(機関)によって担当されるすべての作

用をいう、とされる12。リスボン条約は、 EU憲法条約の内容の大半を継承

11 以下、 D.Cur出 ，Executive Power 01 the European Union Law， Practices， and the 

Living Constitution (Oxford University Press， 2009) pp.36-37.に依る。

12 J. Schwarze， supra note 3， at 16. 
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していると考えられ、 EU体制の憲法化に貢献している側面は否定できな

いところから、 EUにおける行政・執行過程の統一的整備が相当程度進ん

でいると考えられる。したがって、 EU行政法の制度的基盤に対するリス

ボン条約の影響を考える際には、 EU行政を担当する諸機関の規範的整備

がどのように進んだのかを考察することが適当で、あろう。その際、リスボ

ン条約によって、|日EU体制の、 EC、共通外交・安全保障政策、司法・警

察協力(旧司法・内務協力)という3本柱構造が解消されて、単一の法人

格を有する欧州連合(EU)となり、その結果、|日EU条約並びにl日EC条

約およびl日EURATOM条約は、それぞれ、「新EU条約J(以下「新EUJと

いう)並びに IEU運営(機能)条約J(以下 IEU運営」という)となっ

たところから、以下、この二つの条約を「両条約」と総称して、論じるこ

ととするo

l. EU行政法の担当機関とリスボン条約

(1)欧州理事会の法制化

上述のように、欧州理事会は、 EUにおける行政府概念の頂点に位置す

る機関である。|日EU条約の下では、 18EUの機関(1日EU条約4、13条)で

はあったが、 18ECの機関ではなかったために、|日EC領域で法的な行為

を行うことはなく、|日EU全体における政治的最高意思決定機関として

機能していた。それが、今回はEUの正式な法的機関となり(新EUl3条

l項)、立法機能は有しないものの(同15条l項後段)、その行為に一定の

法的効果が生じることになったことから、組織的意味のEU行政法に大き

な行政担当機関が生じることとなった。その構成は、又新設された同常

任議長の下、加盟国の国家または政府首脳、欧州委員会委員長で構成さ

れ、新設された「外務・安全保障政策上級代表」も活動に参加する(同

15条2項)。議決手続は、 EU運営235条および236条に詳細な規定が置かれ

た。その権限は、「加盟国の対外的代表権限J(新EUlO条2項)の他、従

(寵法 '10)42目 4，108 (593) 
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来からの、「連合の発展に必要な刺激を与え (shallprovide the Union wi白

the impetus)、連合の一般的な政治的指針を定めることJ(shall de:fine the 

general political directions thereof)に加え、「優先順位(叩dpriorities)を

定めること」も加わった(同15条I項)。ただし、前述のように、立法的機

能 Oe必slative釦nction)は行使しない。また、閣僚理事会から一定の場合

に、審議を付託される場合がある。それは、社会保障分野(EU運営48条)、

刑事司法協力分野(同82条)、欧州検察庁の設立(阿部条)、警察協力分野

(同87条)等である130

また、従来|日EU7条2項に規定されていた、条約上の原則に違反した加

盟国に対する権限制限条項の「国家元首または政府首脳によって構成さ

れる理事会Jが、新EU7条2項では、「欧州理事会Jと規定されたから、こ

れも欧州理事会の新規権限となる。さらに、新EUが一つの連合体となっ

たことの象徴的な場面として、従来のEU第2の柱であった「共通外交・安

全保障政策」上の欧州理事会の権限が拡大され、明確化された(新EU22

条以下)。ただし、「立法的行為」は除かれる (31条I項I段2文)。この領域

は、新EU第5編として規定され、冒頭の21条に、国際社会におけるEUの

行動理念と目標が明確化されているが、その法的統制は未だ政府間主義の

ままである。他方、従来のEU第3の柱であった「刑事に関する警察・司法

協力J(マーストリヒト条約で創設された「司法・内務協力」の残された

部分)は、 EU機能第3部第5編「自由、安全および司法領域Jの中の「第4

章 刑事に関する司法協力J(EU運営82条以下)として規定されることと

なった。アムステルダム条約で導入された「自由、安全および司法領域」

は、 l日EC条約「第4編 査証、亡命者庇護、移民および人の自由移動に関

するその他の政策J(1日EC61条以下)に加えて、今回!日EU第3の柱「刑事

に関する警察・司法協力J(1日EU第6編)を吸収して一本化されることと

なった。そこでは、「第l章総則J(新設)、「第2章国境管理、亡命者

13 鷲江義勝・前註10、36頁(鷲江義勝執筆)参照。
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庇護および移民に関する政策J(新設)、「第3章 民事に関する司法協力」

(新設)、「第4章刑事に関する司法協力J(新設)、「第5章警察協力J

(新設)と規定される。こうしてマーストリヒト条約以来の「司法・内務

協力Jはすべて!日ECと共通の基盤として規定されることとなった訳であ

るが、そうした中で、欧州理事会は、「自由、安全および司法の領域にお

ける立法および運用計画のための戦略的指針を策定するJ(EU運営68条)

という重要な職務も担当することになった。

こうした執行権限を含んだ権限規定が法制化された一方で、欧州理事会

には、連合の組織形成権限も正式に与えられることとなった。第1には、

「欧州議会の発議およびその同意を得ることを条件とはするが、欧州議会

の構成を確定する決定を全会一致で採択するJ(新EU14条2項2段)。第2

には、「欧州議会の選挙結果を考慮しながら、特定多数決によって欧州委

員会委員長の候補者を提案する (propose)こと」である(同17条7項第

1段落第1文)。同委員長は議会によって総議員の過半数で選出され (be

elected.同段落2文)、外務・安全保障政策上級代表および委員会の他の委

員とともに全体として欧州議会の同意に付されたのち、「欧州理事会が特

定多数決によって、委員会を全体として任命するJ(同項第3段落。なお、

委員会の選任手続きは改めて後述する)。第3に、特定多数決によって、新

EU16条6項に従い、「総務理事会J(the General Affairs Council.新EU16条

6項2段)および「外務理事会J(the Foreign Affairs Council.同3段)以外の

理事会の編成一覧表 (thelist of Council configurations)を決定する (EU

機能236条 (a))。また、外務理事会以外の全理事会の編成における議長を

決定する(同 (b))。第4に、欧州委員会委員長の同意を得て、「外務・安

全保障政策上級代表Jを任命し、また解任する(新EU18条1項)。そして

第5に、「欧州理事会常任議長Jを選任することもその権限であるが、この

点は次項参照。
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新欧州理事会の意思決定手続きについては、新EUl5条3項以下および

EU運営235条が、それぞれ規定している。

(2)欧州理事会常任議長の創設

リスボン条約の眼目の一つが、欧州理事会常任議長の創設である。同議

長は、欧州理事会の特定多数決により任期2年半として選出され、また一

度だけ再選されることができ、同議長に故障または重大な過失ある場合

は、同じ手続に従って、解任される(新EUl5条5項)。また個別の国家の

役職に就いてはならない(同6項3段)から、同時にいずれかの国家・政府

首脳をつとめることはできなくなる。その基本的な任務および権限は、欧

州理事会の議長を努め、その活動を促進する (driveforward its work)こ

と(同6項 (a))、欧州委員会委員長と協力し、総務理事会の活動を基礎と

して、欧州理事会の活動の準備と継続性を確保すること(同項 (b))、欧

州理事会における結束 (cohesion)とコンセンセンサスを促進するために

尽力すること(同項 (c))、欧州理事会の会議後に、欧州議会に対して報

告書を提出すること(同項 (d))、また、連合外務・安全保障政策上級代

表の権限を損なうことなく、共通外交・安全保障政策に関する問題につい

て、自己のレヴェル及び資格 (capacity)において、連合の対外的な代表

を確保すること(同項第2段)、である。

(3)閣僚理事会の権限拡大

!日EU体制下では、閣僚理事会は、任務につき|日EC202条が定め、その

構成については同203条、その意思決定手続きに関しては同205条一210条

が定めていた。このうち、リスボン条約によって改正されたのは以下のと

おりである。

従来の閣僚理事会は、「総務理事会」とその他の多数の「専門理事会」

に分かれていたのを、リスボン条約で整理統合が行われ、「総務理事会」

(寵法'lO)42 -4. 111 (1596) 



論説

と「外務理事会jのみ条約上の閣僚理事会として規定され、その他の理事

会は、上述のように、欧州理事会が、特定多数決で設置を決定することと

なった (EU運営236条)。ただし、その決定が行われるまでの聞は、暫定

的に総務理事会が単純多数決で決定することが可能とされた(，過渡的規

定に関する議定書」第2編4条)。

新閣僚理事会の任務および権限は、!日EC202条では、「加盟国の一般的

経済政策の調整の確保J、「決定権の行使J、「理事会採択行為のうち、理事

会が定める規定の実施権限の委員会付与。ただし一定の条件付与可J、「特

定の場合における理事会自身による直接的権限行使権の留保J等が定め

られていたが、新EUl6条I項では、「理事会は、欧州議会と共同して、立

法機能および予算機能を行使する。」、「理事会は、条約に規定された政策

決定機能および調整機能を行使する。」という簡潔な規定となった。また、

条約上の理事会である「総務理事会Jの権能は、「様々な理事会の形態の

活動における一貫性を確保するJこと、「欧州理事会議長および欧州委員

会と連携して、欧州理事会の会議を準備し、その継続性を確保する」こと

であり、他方の「外務理事会jの権能は、「欧州理事会が策定した戦略的

指針に基づいて、連合の対外的行動を具体化し、連合の行動の一貫性を確

保する」ことと規定された(新EUl6条6項第2段、第3段)。

閣僚理事会の意思決定手続は、新EUl6条3項以下、 EU運営238条以下に

規定された。特筆すべきは、特定多数決の対象案件が、!日EU体制から33

件増え、 96件になったHことである。リスボン体制では、特定多数決が原

則となった(新EUl6条3項)。このことはEUの超国家性要件の一つが前進

したことを意味する15。

14 鷲江・同上書、 32頁(鷲江執筆)。ただし、税制、社会政策、市民権、瞥察協

力等は、依然として全会一致のまま残されたと指摘する。

15 EC/EUの超国家性については、拙稿・前註l、159頁参照。尚、閣僚理事会の

特定多数決における全会一致事項や所調「イオニア・メカニズム」については、

庄司克宏・前註10論文、 223-225頁。
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(4)連合外務・安全保障政策上級代表の創設

リスボン条約では、「外務・安全保障政策上級代表J(the High 

Representative of the Union for Foreign Affairs and Security Policy)が、上

述のように、欧州理事会によって任命されることとなったが、同職は、外

務理事会の常任議長となり(新EUl8条3項)、欧州委員会の外務担当副委

員長を兼務することとなった(同4項)(ダブル・ハット方式と言われる)。

上級代表の権限・任務は、「連合の共通外交・安全保障政策を指導する」、

「自己の提案によって、共通外交・安全保障政策の展開に貢献し、閣僚理

事会によって委任された内容に従って、同政策を実施する」ことであり、

「同様の内容が共通安全保障・防衛政策にも適用されるJ(新EUl8条2項)。

また欧州委員会の副委員長として行動する場合は、「連合の対外的行動の

一貫性を確保する。」、「委員会内部において、対外関係について委員会に

課せられた責務および連合の対外行動のその他の側面の調整を行う責任を

有する。委員会内部におけるこれらの責務の実施に関して、およびこれら

の責務に関してのみ、その責務および実施が2項および3項と両立する限

り、委員会の手続に拘束される。」と規定された(同4項)。

(5)欧州委員会の権限拡大

欧州委員会の構成は、 2014年日月1目前後で人数が異なる(新EUl7条4

項、 5項)。欧州理事会の役割は上述した (EU運営244条)。

欧州委員会の委員長およびその他の委員の選任手続は、以下のように改

正された。

「欧州理事会J(1日ECでは、「国家代表または政府首脳によって構成さ

れる理事会J)が、欧州議会の選挙結果を考慮し、適切な協議をもった後

(新設規定)、特定多数決によって欧州委員会委員長の候補者を欧州議会

に提案し (propose. I日ECでは、「指名J(nominate))、同委員長候補者は

議会によって選出される (elect. I日ECでは、「承認J(be approved)) (新

(飽法 '10)42・4.113 (1598) 
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EUl7条7項第l段。|日EC214条2項第l段)、②「閣僚理事会」が、特定多数

決により、かっ被選出委員長 (President-elect. I日ECでは、 thenominee 

for President.)との共通の合意によって、他の委員として任命するために

提案するリストを採択する。各委員は、 3項2段および5段の基準に従い、

各加盟国の提案(白esuggestions. I日ECでは、 theproposa1s.)に基づき

選ばれる (beselected.) (新EUl7条7項第2段。|日EC214条2項第2段)。③

欧州委員会委員長、外務・安全保障政策上級代表(新EUで新設)および

委員会の他の委員は一体として (asa body)欧州議会による同意投票 (a

vote of consent. I日ECで、はavote of approva1.)に付される。この同意に基

づき、欧州委員会は「欧州理事会J(1日ECでは「閣僚理事会J)によって

任命される (beappointed.) (同17条7項第3段、!日EC214条2項第3段)。

こうして欧州委員会が任命されていくが、最大の改正点は、従来の閣僚

理事会に代わって、欧州理事会と規定されたことである。これは、欧州理

事会の法定化の中でも、 EU機関形成権限の重要な場面である。

欧州委員会の権限は、 l日EC211条で、「共同市場の適切な運営および発

展を確保するため、委員会は、一一本条約(I日EC条約)の規定および本

条約に基づき共同体の諸機関が採択する措置の適用を確保し、一一本条約

に明文の規定がある場合または委員会が必要と認める場合は、本条約の対

象となる事項に関して勧告を出し、意見を表明し、一一本条約に定める条

件に従い、独自の決定権を行使し、かつ、理事会および欧州議会によって

採られる措置の形成に参画し、一一閣僚理事会が定める規定を実施するた

め、理事会から与えられる権限を行使する」と規定されていた。リスボン

条約によって、欧州委員会の権限規定は以下のとおりとなった。「委員会

は、連合の一般的利益を促進し、その目的のために適切なイニチアチヴを

発揮する。委員会は、両条約の適用および両条約に従って機関が採択した
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措置の適用を確保する。委員会は、連合司法裁判所の統制の下で連合の法

の適用を監督する (oversee)。委員会は、予算を執行し、諸計画を管理す

る (executethe budget and manage programs)。委員会は、条約に規定さ

れた内容に従って、調整 (coordinating)、執行 (executive)および運営

(management)の諸機能を行使する。共通外交・安全保障政策を除いて、

また、条約の中に別途規定された場合を除いて、委員会は、連合の対外的

な代表を務める。委員会は、機関間合意を達成するために、連合の年次お

よび多年次計画を発議する。J(以上、新EUl7条l項)0I連合の立法行為は、

条約が別に規定する場合を除いて、委員会の発議に基づいてのみ採択され

る。その他の行為は、条約が規定した場合には‘委員会の提案に基づいて

採択される。J(同2項)。

その反面として、欧州委員会の責任条項が規定されることとなった。従

来は、欧州議会の規定中に、欧州委員会に対する非難動議の規定があった

が(f日EC20l条)、リスボン条約によって、欧州委員会に関する規定中に、

次のような規定が盛られた。「委員会は、全体として、欧州議会に責任を

負う。 EU運営条約234条にしたがって、欧州議会は、欧州委員会の非難動

議について投票を行う。この動議が可決された場合は、欧州委員会の委員

は総辞職し、外務・安全保障政策上級代表は、自身が委員会においては果

たしている任務を辞任するJ(以上、新EUl7条8項)。非難動議については、

同じくEUレベルで規定がある (EU運営234条後段)。

こうした欧州委員会に関する新規定が、欧州委員会の執行・行政権限の

拡大を意味するかは、欧州理事会および閣僚理事会の権限規定、又新た

に導入された「立法的行為Jおよび「非立法的行為」との関連において、

EU行政法の鍵を握る問題である。この点は、次節で詳述する。

(髄法 '10)42司 4，115 (1600) 
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(6)殴州委員会委員長の権限拡大

リスボン条約において、欧州委員会委員長職の選任は一つの重要な柱で

あった。その手続は上述したところであるが、その選任手続については、

EU市民による直接選挙の要請が根強くあるところ、欧州議会が、同委員

長による議会支配が進むことの懸念から、これを嫌い、間接選挙を望んで

いた16。この問題は、所謂二元的代表制の抱える問題を考える上で、重要な

論点を提起している。

その委員長の権限は、旧EC体制下では、以下の通りであった。①委員

会の政治的指針を示して委員会を統括すること、委員会が安定的、効率的

および同僚聞の協同 (collegia1ity)に基づいて行為することを確保するた

めに、委員会の内部組織を決定すること(1日EC217条1項)。②委員会の義

務として課された責任を委員聞で体系化して、分配すること、また再分配

すること、委員会委員に対してその権威の下で任務を委任し、活動させる

こと(同条2項)。③全委員の承認を得た後、委員の中から副委員長を任命

すること(同条3項)。④全委員の承認を得た後、個別の委員に辞任を要請

すること(当該委員は辞任する。同条4項)。

これに対して、リスボン条約では以下のとおりとなった。①委員会が

職務を行う範囲内で、指針を策定すること(新EUl7条6項 (a))。②委員

会が一貫的で (consistently)、効率的に (ef:ficiently)、かっ同僚聞の協

同的な機関として (asa collegiate body)行動することを確保するために

(ensuring)、委員会の内部組織を決定する(同項 (b))。③外務・安全保

障上級代表を除いて、委員の中から副委員長を任命すること(同項 (c))。

④委員の辞任を要請すること。 18条1項の手続きに従って、外務・安全保

障上級代表の辞任を要請すること (6項第2段落。 18条l項によれば、欧州

理事会は、特定多数決で、委員会委員長の同意を得て、外務・安全保障上

16 P. Craig， supra note lO， at 155. 

(随法 '10)42 -4. 116 (1601) 



EU行政法の制度的基盤とリスポン条約

級代表を任命し、同様の手続きで解任する)。

(7) EU裁判所の創設

従来から欧州司法裁判所の司法管轄権は各国の最高裁判所ないし憲法裁

判所にも比して、その多様さが指摘されてきた。ニース条約までのEUの

司法機関改革によると、当初からの「司法裁判所J(the Court of Justice) 

の他、 1989年設置の第l審裁判所 (theFirst Instance)、ニース条約によ

り第l審裁判所に付属するものとしての「裁判部J(the Judicial Panel.旧

EC225a条)、また同条により2005年10月に設置された IEU職員裁判所J

(白eCivil Service TribunaI)がある。

これがリスボン条約によって、次のように改正された。裁判所を統括す

る概念として、 rEU司法裁判所J(the Court of Justice of European Union) 

と総称されることとなり、 EU司法裁判所は、(司法裁判所の後身である)

「司法裁判所J(the Court ofJustice)、(第l審裁判所の後身である)r総合

裁判所J(the General Court)および(裁判部の後身である)r専門裁判所」

(the specialized courts)を含む」と規定された(新EU19条1項第l段落前

段)。

EU司法裁判所の権限は、両条約の解釈および適用において、法が遵守

されることを確保することである(同段落後段)。また、両条約に従って、

①加盟国、連合の機関、自然人または法人からの訴えに対して判決を下す

(rule)こと(同条3項 (a))、②連合法の解釈または連合の機関によって

採択された行為の有効性に関する加盟国の裁判所または審判所の要求に対

して、先決裁定を与えること(同項 (b))、③両条約が規定するその他の

訴訟において判決を下すこと(同項 (c))である。これらの規定は、欧州

司法裁判所の従来の基本的な権限を条文化した (codify)ものである。な

お、 EUの司法過程の充実のために、加盟国の義務が規定され、「加盟国は、

連合法の対象となる分野の効果的な法的保護を保障するのに十分な『法的

(能法 '10)42 -4， 117 (1602) 



論説

救済.1(remedies)を提供するjと規定された(同条l項第2段落)ことは、

EU行政救済法の観点から特筆されるべきであろう。

この一般規定の下で、従来からの多様な訴訟類型が基本的に踏襲されて

いるが、 EU行政法の観点からはいくつかの重要な改正が行われている。

第1に、加盟国に対する「義務不履行訴訟」においてEU司法裁判所が義

務不履行と認定した当該加盟国が、判決に従った必要な措置を採っていな

いと欧州委員会が判断した場合は、同委員会は、当該加盟国に自己の見解

を提出する機会を与えた後に、従来は、委員会は、「当該加盟国が同判決

に従っていない事項を明記した理由を付した意見を発表し、当該加盟国が

委員会が定める期間内に、当該判決に従うために必要な措置を採らない場

合」は、委員会は当該事件を司法裁判所に提訴することができる、と定め

られていたが(I日EC228条2項第l段落、第2段落前段)、リスボン条約では、

この部分の手続きが省略され、委員会は、直ちに、当該事件を司法裁判所

に提訴することができることとなった(EU運営260条2項)。加えて、この

場合に、以下の規定が新設された(同条3項)0r委員会は、当該加盟国が、
立法手続きに従って制定された『指令Jを実施するための措置を通知する

義務に違反するという理由から、 258条に従ってEU司法裁判所に提訴する

場合(註:加盟国に対する義務不履行訴訟)において、諸般の事情から当

該加盟国が支払うべき一括額または制裁金額を明記することが適当と考え

るときは、これを明記することができる。」、rEU司法裁判所は、当該違反

を確認したときは、委員会が明記した額を超えない範囲で、一括金または

制裁金の支払いを、当該加盟国に課すことができる。」、「この支払い義務

は、 EU司法裁判所が当該判決において定めた日より生じる。」

EU法は大半が所調行政法規であり、かっその中でも、結果のみ加盟国

を拘束し、その実施の方法や手段は国内措置に委ねる「指令J(directive) 

が数多く規定されていることが、冒頭に示したように、 EU行政法を議論

する難しさの理由のーっとなっているが、この規定改正により、欧州委員

(龍法 '10)42 -4， 118 (603) 
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会によるEU法実施過程統制がより進展するものと思われる。

第2は、従来からある「合法性審査jのための「取消訴訟Jの対象

に、「第三者に法的効果を生じさせようとする(intendedto produce le伊l

effects vis~削減sthird parties)欧州理事会の行為 (act)Jが加えられ、さら

に、同じく「第三者に対して法的効果を生じさせようとするEUの諸組織

(bodies)、独立部局 (of:fices) または専門行政機関 (agencies)の行為」

が加えられた (EU運営263条第l段落)。

この規定の新設は、 EU行政法規の連合レベルにおける「直接執行過程」

に対する有効な行政救済訴訟となることが期待される。ただし、立法的行

為は行わない欧州理事会とはいえ、その行為がEU司法裁判所の合法性審

査を受けるということは、 EU統治構造の政治化の進展と同時に、それに

対するEU司法裁判所による「法の支配」機能17の強化という構図が鮮明に

なろう。 EU統治構造の発展にとって、重要な場面と思われる。

第3に、この合法性審査取消訴訟において、従来から議論の多かった問

題として、自然人及び法人の「原告適格」の問題がある。従来は、「あら

ゆる自然人または法人は、自己を対象とする『決定』に対し、または『規

則』もしくは他人を対象とする『決定』の形式であっても自己に直接か

っ個別的に関係する『決定』に対し (againsta decision addressed to血at

person or against a decision which， although in the form of a regulation or 

a decision addressed to阻 0白erperson， is of direct and individual concern 

to the former)、訴訟を提起することができる。」と定められていたが(1日

EC230条第4段落)、リスポン条約によって、次のように改正された。「あ

らゆる自然人または法人は、第1段落および第2段落に規定する条件の下

で、自己を対象とし、または自己に直接かっ個人的に関係する『行為』

17 EUの「法の支配」については、拙稿 fEUにおける『執行権支配』と『法の支
西日J(ー)、(二)一環境保護枠組決定事件を素材としてー」能谷法学38巻4号、
44-66頁、 42巻2号、 294-326頁参照。

(施法 '10)42・4.119 (1ω4) 
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(an act)に対し、並びに自己に直接かつ個人的に関係する『規制的行

為』であって実施措置を伴わないもの (aregulatory act which is of direct 

concern to them and does not entail implementing measures)に対して、訴

訟を提起することができる。J(同263条第4段落)、「連合の諸組織、独立部

局および専門行政機関を設置する『行為』は、自然人または法人が自己に

対して法的効果を生じさせようと意図された、当該組織、独立部局および

専門行政機関の『行為』に対して提起する訴訟に関して、特別の条件およ

び取極め (arrangements)を規定することができる。J(同条第5段落)。こ

うして、原告適格が拡大・緩和されることとなったが、ここでいう「行

為J、「規制的行為Jは、後述のEU二次法の改正と密接に関係する。

その他、リスボン条約においては、司法裁判所、総合裁判所の構成、司

法裁判所の裁判官および法務官並びに総合裁判所の裁判官の選任要件、任

命手続等は、新EUl9条2項に規定されている。さらに、司法裁判所の構成、

審理手続、裁判官および法務官の選任要件、等は、 EU運営251-253条に、

総合裁判所の構成、その裁判官の選任要件、管轄範囲は、同254ー256条

に、専門裁判所の構成、その構成員の選任要件、審理手続については、同

257条に、それぞれ規定されている。

こうした、一連の司法改革をEU行政法の形成という観点から眺めてみ

ると、従来からその不明確さが指摘されてきたEU行政法の執行過程にお

いて、自然人または法人に対する司法的救済の整備という意味を持ちえる

ところから、今後有効に機能することが期待されよう。

2. EU行政法の執行過程とリスボン条約

前節では、リスボン条約によって一定程度の制度的規定が整備された

EUの行政担当機関(行政救済を管轄するEU司法裁判所も含めて)の権限

(龍法 '10)42 -4. 120 (605) 
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ないし任務にも言及したところであるが、 EU行政法の執行過程は、こう

した行政機関の行為のみでは完結しない。従来通り、連合レベルと加盟国

レベルというこ元的執行体制である。しかし、この場合にも、リスボン条

約によって重要な改正が行われている。

まず、 EU憲法条約に規定されていた mu法の優位性」規定が削除され
たことと相まって、同時に規定されていた「欧州法律J(European laws)、

「欧州枠組法律J(European framework laws)も不採用となったが、 EU法

体制自体に階統的秩序は残ることとなった。「立法的行為J(a legislative 

act. EU運営289条)、「非立法的行為J(a non-legislative act.同290条)、「圏

内的実施立法J(同291条)の導入がそれである。ただ、リスボン条約体制

においても、二次法としての成文EU法、したがって成文EU行政法は、従

来通り、規則、指令、決定である(同288条)。その上で、この三通りの

成文法源を従来の共同立法手続で制定する手続を「通常立法手続J(出e

ordinary legislative procedure)と規定することになった(同289条l項)。

これに対して、「両条約が特に定める場合において、規則、指令または決

定の採択は、『特別立法手続j(a speciallegisl説明procedure)として、閣

僚理事会の参加を伴って欧州議会により、または欧州議会の参加を伴って

閣僚理事会により、行われる。J(同条2項)。特別立法手続は従来の諮問

手続、同意手続を再定義したものである。そして、「立法手続(Iegisl副ve

procedure)によって採択される法的行為(Iegalacts)は、立法的行為

CIegislative acts)である。J(同条3項)0r両条約が特に定める場合は、立
法的行為は、加盟国のグループもしくは欧州議会の発議に基づき、欧州中

央銀行の推薦に基づき、または司法裁判所もしくは欧州投資銀行の要請に

より、採択される。J(同条4項)。

これに対して、「非立法的行為Jについては、次のように規定された。

「立法的行為は、その本質的ではない一定の要素を補足または修正する

ため、一般的適用性を有する『非立法的行為』を採択する権限を、欧州委

(穂法 '10)42・4，121 (1印6)
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員会に委任する (delegate)ことができる。J、「権限の委任の目的、内容、

範囲および期限は、立法的行為において明確に定めなければならない。当

該分野の本質的要素は、立法的行為に留保されなければならず、従って権

限の委任の対象にはならない。J(以上、同290条1項)。

「立法的行為は、委任が従うべき条件を明確に定めなければならない。

この条件は、以下の通りとする。 (a)欧州議会または閣僚理事会は、委任

を取消すことができる。 (b)委任された行為は、欧州議会または閣僚理事

会によって異議が出されない場合にのみ効力を有することができる。 (a)

および (b)の目的のために、欧州議会は総議員の過半数により、および

閣僚理事会は特定多数決により、決定する (act)0 J (以上、同条2項)。

rr委任された』という形容詞は、委任された行為の表題に挿入される。」
(同条3項)。

他方で、「加盟国は、法的拘束力を有する連合の行為を適用するために

必要なあらゆる国内法上の措置(a11measures of nationa11aw、「圏内法的

実施措置J)を採択しなければならない。J(同291条l項)。この規定によ

り、 EU行政法の「間接執行」過程における加盟国の役割と義務が明定さ

れたことになる。二元的執行体制を支える重要規定となろう。

ただし、「法的拘束力のある連合の行為(1egallybinding Union acts)を

実施するために統一的条件が必要な場合は、当該行為は、実施権限を欧州

委員会に付与しなければならず、又、十分に正当化できる特別な場合(泊

dully justified speci:fic cases)およびEU条約24条および26条(註:共通外

交・安全保障・防衛政策)に規定されている場合には、閣僚理事会に付与

しなければならない。J(同条2項)。

r2項の目的のために、欧州議会および閣僚理事会は、通常立法手続に
従った『規則』によって、委員会の実施権限の行使を加盟国が統制するた

めの仕組みに関する準則および一般原則を、事前に定めなければならな

い。J(同条3項)。ここでは加盟国が、委員会の実施権限の行使を統制する

(龍法 '10)42 -4， 122 (1607) 
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ことが前提とされたことになる。

そして、委員会および閣僚理事会による rr実施行為j(加plemen出g
acts)の表題に、『実施』の語を付さなければならないJ(同条4項)。この

「実施行為Jも「非立法的行為」となる180 EU行政法の観点から言うと、こ

れらの「非立法的行為Jは、「直接執行」の場面であり、その過程の法的

整備の進展を表している。

第3 結びにかえて-EU行政法の今後の展望

以上、瞥見してきたところから当面考えられる点は以下のことだろう。

まず、 1)スボン条約によるEU行政法の制度的基盤改正の点から考察する

と、第1に、 EUの全体構造の観点からは、 l日EUにおける3本柱構造が解消

され、新規にEUという単一法人格を有する連合が出現し、 l日ECの機関と

して、 EC法を制定し執行してきた諸機関は、すべてEUの機関として統ー

されることとなり、それに応じて各機関の構成、権限、意思決定手続等の

諸規定が整備された。このことは、組織的意義のEU行政法を分析するう

えで、その対象がより明確化されたという意味で、前進と捉えられよう。

ただし、共通外交・安全保障・防衛政策は、未だ政府間主義である。

その中にあって、第2に、執行過程の担当機関の観点、からは、欧州理事

会の法定化は特記されるべきで、上述のように、 l日EC/EU体制下の閣

僚理事会の権限を欧州理事会が吸い上げる領域が生じたことは、新EUの

統治構造における「政府間組織性J(inter-governmentalism)の強化ない

しはそれへの後退(?)と捉えられよう(しかし欧州理事会の中で特定

多数決方式が取られるということになると、首脳レベルでの「超国家性」

(supra-nationalism)の進展という方向性を示すことにもなる)。これに、

18 M. Dougan， supra note 10， at倒4-652.によれば、非立法的行為として、他に、
「両条約から直接に採択される場合」も含まれる。
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欧州理事会常任議長職が創設されたことが加わると、 EUの統治構造にお

ける「準憲法的性質J(a quasi-constitutional nature)または「ハイ・ポリ

ティックス的性質J(a high politics nature)がもたらされたとも指摘され

ている 190 EU統合は、政治が先行して、法的規律が後追いする (1先政後

法J) という歴史を辿ってきたが、欧州理事会の法制化は、後追いする法

的規律の世界が「首脳までの法的統合Jに至りつつあることを物語るもの

と言えるかもしれない。ただし、これに対しては、欧州理事会常任議長、

EU外務・安全保障政策上級代表、欧州委員会委員長等の間で、主導権争

いが生じる倶れも指摘されている20。さらに、上述のように、 EU司法裁判

所の管轄権との関係も検討の余地がある。

尚、この点に関し、P.Craig (クレイグ)は、リスボン条約による制度

改革は、欧州理事会常任議長の創設および閣僚理事会の議長の権限拡大、

とりわけ欧州委員会委員長の選任手続に象徴されるように、国家利益の強

化をもたらすものである、としつつ、それでも欧州委員会委員長はEU政

治の中心であり、その権限のうちでも、年次計画および多年次計画の策定

権限は重要である、という指摘をしていることが注目される210

第3に、 EU行政法の執行過程に関しては、二元的執行体制に変化はない

が、「立法的行為J、「非立法的行為」、「国内法的実施措置」の規定の導入

は注目される。とりわけ前二者におけるEU行政法の階統的構造の導入に

よって、従来の、閣僚理事会による、欧州委員会に対する法実施権限の委

任規定の陵昧さをどこまで払拭できるかが重要となろう。この点に関し、

再度クレイグによれば、「非立法的行為Jが現実のEU行政の中で立法行為

性を有しうることの危険性とともに、「委任行為」の創設は、従来のコミ

19 M. Dougan， ibid.， at 627. 
20 庄司・前註10論文、 219頁。
21 P. Craig， supra note 10， at 158. 
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トロジー (comitology)体制22を意味することでもあるから、欧州委員会

にとっては、この点をどこまで払拭できるかが、今後の問題として残され

ている、と指摘しているお。

第4に、 EU行政救済法の観点からは、 EU司法裁判所改革によって、①

加盟国の「法的救済」義務の導入(新EUl9条1項第2段落)、②欧州委員会

による、対加盟国「義務不履行訴訟」の手続の緩和 (EU機能260条2項)、

③「合法性審査取消訴訟」の対象の拡大、とりわけ、欧州理事会および

EUの諸組織、独立部局、専門行政機関の「行為」の対象化、④同訴訟に

おける、自然人および法人の原告適格の拡大・緩和、がもたらされたこと

は重要で、ある。これらの措置は、言うまでもなく、 EU行政法における「法

の支配」ないしは「法治主義Jの発展に寄与することが期待されるところ

である。

以上のような制度的基盤整備によって、 EU行政法の実質的発展がどの

ように展開されていくかが、今後の検討課題となろう。

22 コミトロジーについては、八谷まち子「コミトロジ一考察ーだれが欧州統合を

実施するのか-Jr政治研究j46号、 208-159頁。
23 P. Craig， supra note 10， at 165-166.尚、「非立法的行為Jにはコミトロジーが適
用される。庄司克宏・前註10論文、 240頁。
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